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はじめに

国際財務報告基準⊂nternattnal Financial Repottg Standards,IFR9をわが国が採用す

るか否かを判断するにあたって、確定決算主義の存在は大きな論点の一つである。一般に、課

税所得計算の方式として確定決算主義と申告調整主義が対極的な方式であるかのように示され

る。それは、わが国の確定決算方式が株主総会等で確定した損益計算書利益を加算・減算する

ことにより課税所得を求めるのに対して、アメリカに代表される申告調整主義が総益金から損

金を控除する税務損益計算書方式をとつているノ点に着日していることによる。しかしながら、

申告調整主義においても損益計算書利益を課税所得計算の前提にしていることには変わりはな

い。なぜならワークシー ト上で損益計算書上の収益と費用 0損失がそれぞれ益金と損金に修正

されることで法人税申告書 (税務損益計算割 が作成されるからである。もちろんそのワーク

シー トを完成させるためには、税務目的のためだけの帳簿類が必要とされる。しかし、これは

財務会計目的において作成される補助元帳 0補助簿を作成するのと同様のことである。税務会

計目的のためだけに主要簿を作成するわけではなし、 たとえば、固定資産台帳は財務会計目的

の帳簿価額と税務会計目的のそれが必要となる。したがつて二重の帳簿記録が必要となるが、

たんにそれは税務会計目的で必要となるからだけではなく、財務会計目的でも税効果会計の適

用のために必要となる。これは確定決算主義を採用するわが国においても同様である。税効果

会計の対象となる勘定科目にかかわる取引について主要簿を複数設けることはないはずである。

それらは補助簿・補助元帳等で処理されることになろう。したがつてこの意味で申告調整主義

と確定決算主義の相違はそれら処理項目の多寡にすぎないといえる。それら処理項目の多寡を

決定づける要因の 1つが損金経理要件である。この損金経理要件の多寡をもつて確定決算主義

と申告調整主義の相違を提えることもできよう。このときアメリカにおいては損金経理要件の
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適用は後入先出法αast‐h hst‐out,HFO)に限られ、財務会計と税務会計は独立しているとの

論述がみられる。本稿では、アメリカにおいては、損金経理要件は必ずしもHFOに限定され

るものではなく、それを求める規定がほ力ヽ こもみられることを示すことによつて、申告調整主

義のもとでも税務会計が財務会計と密接な関係を構築していることを示すものである。

1。 HFO

ЫFO帳簿要件は、税務会計と財務会計が独立しているアメリカにおいて例外的な規定とし

てよく知られている。

IRCanternalRevenue Codep Sec.4720は ЫFOの適用にあたつて次のことを規定している。

「本条0項は、納税者が・・F当該方法を初めて採用する課税年度にかかわる次の報告書また

はステイ トメントの目的において、その年度の利益、収益または損失の確定のため棚卸資産

を評価する際に本条ω項で定めた方法以外の方法を用いていないことを財務長官に同意さ

せた場合にのみ適用しなければならない。

(1)株主、パー トナーまたはその他の出資者目的、あるいは信託受益者目的のため

(2)信用目的のため」

上記規定は、税目的で初めてHFOを利用する場合には、その導入初年度において財務会計

目的でも同様に利用していることを条件とすること、さらに Sec.4720では、その後の課税年

度においても同様に利用していることを条件とすることが定められている。ЫFOの帳簿要件

の一つの特徴はIRC本体に定められていることであり、ゆえにЫFOの利用にあたつて帳簿要

件の選択の余地はない。ただし、一般に HFO帳簿要件といわれているのは、財務省規則

1。 472‐ 20"HFO conformiけ requremeポ 'であり、その要件の特徴は 味J益、収益または損失

の確定のため」という文言が示すように、基本的に損益計算書本体が要件の対象となり、貸借

対象表 上 の棚 卸資産表示 には適用 され ない こ とが あげ られ るOavenport&

Seago[20021,p。 37の。さらに同規則では、以下の状況は帳簿要件に違反しているとはみなされ

ない。

信用目的書類erettt statementOま たは財務報告書(予備的かつ未監査財務報告書を含
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①

①

0

0

む)において、納税者の主要な表示の補足または説明として報告される、課税年度の

利益、収益または損失の情報を確定するために後入先出法以外の方法を利用すること。

棚卸資産の価値を資産として報告する目的で、納税者の手元にある棚卸財の価値を確

定するために後入先出法以外の方法を利用すること。

内部管理報告書で報告される情報を確定するために後入先出法以外の方法を利用する

こと。

後入先出法が連邦所得税目的で利用される課税年度に及ばない期間を対象とする報告

書または信用目的書類の公表のために後入先出法以外の方法を利用すること。

財務報告書または信用目的書類のために後入先出法による棚卸資産評価に低価法を適

用すること。ただし、Sec。 1。 472‐200で定める場合を除いて、財務報告書または信用

目的書類のために原価による棚卸資産評価の代わりに市場価値伍 arket valu∂ を利用

してはならない。

信用目的または財務報告目的で利益、収益または損失を確定するための原価計算方法

または会計方法が、Sec.1。472‐ 1に定める棚卸資産評価方法に一致しないかあるいは

Sec.1。472‐ 20に定める要件に一致しないのでなければ、́連邦所得税目的で納税者がか

かる原価計算方法または会計方法を利用しているか否力ヽ こかかわりなく、それら方法

を利用すること。

課税年度に関する信用目的または財務報告書目的において、棚卸資産を Sec。351を適

用される取引でその棚卸資産に後入先出法を適用している譲渡者から取得した後に、

かかる棚卸資産を譲渡者の所有時と同じ期日とロストで取得したかのように納税者が

処理すること。

課税年度に関する信用目的または財務報告書目的において、Sec。4720(1)お よび(うに

定める手続きにしたがつて棚卸資産を評価することによるその年度の利益、収益、損

失の決定を、次のいずれかの理由から連邦所得税目的の棚卸資産評価方法とは異なる

場合でもおこなうこと。

仏)信用目的又は財務報告書目的で採用された手続きが、納税者が連邦所得税目的で

後入先出法を初めて採用した課税年度以外の会計期間で始まっ、ているh
e)かかる棚卸資産に関して、連邦所得税目的の事業結合の処理と信用目的又は財務

報告書目的の事業結合の処理が異なる場合口 0

0

0

0

-69-



このように、信用目的書類または財務報告書において納税者の主要な表示の補足または説明

として報告される、課税年度の利益、収益または損失の情報を確定させるためにHFO以外の

方法を利用すること、あるいは棚卸資産の価値を資産として報告する目的で、納税者の手元に

ある棚卸財の価値を確定するためにHFO以外の方法を利用することなどは帳簿要件に違反し

ないとされる。したがつて、HFOの帳簿要件は厳格であるというよりもむしろ、ある程度の

柔軟性が備わつているといえよう。これは内国歳入庁が帳簿要件を厳格に解釈して適用しよう

とするのに対して、納税者が財務情報の充実を求めてFIFOによる棚卸資産または利益情報を

開示しようとして財務報告において補足的な情報に工夫を凝らしたために税務紛争が絶えなか

ったこと、さらに他の規制機関への財務情報の提供においてЫFO以外の方法が求められたこ

となどが背景にある。その結果、規貝J改正当時の財務副長官が利益の主要な測定に対して開示

を補足的におこなう目的でLIFO以外の方法を禁止する要件は法規の要件の範囲を超えている

と言明し、帳簿要件を主たる表示に関してのみ要求し、補足的な財務情報については経営者に

最大限のフレキシビリティを認める勧告 lMemOrandum[19791,p.316)を 下した。これにより

1981年に規則改正が行われ、現状のような実質的には ΠFOによる利益情報を提供している

場合でも帳簿要件違反に問われないことになつている。

2。 HFO以外の方法による利益開示

HFO以外の方法による情報提供の方法には、損益計算書の脚注にHFOによる利益の影響

を示す方法、キャッシュフロー計算書にLIFO費用αIFO chargebを 示す方法、貸借対照表の

脚注に棚卸資産の取替原価による評価額、あるいはそれとHFOによる評価額との差額を示す

方法などがある (Mttbd,Comttkey&Thomason[20081,pp。 4‐ 7)。 これらに加えて貸借対照

表に先入先出法 (Rrst‐h First‐ out,ΠFO)による評価額を示し、そこからHFO評価額との

差額、すなわちЫFO引当額αIFO reserve or crdDを控除する方法もよくみられる。図表 1

はKroger社の貸借対照表の一部である。Kroger社の貸借対照表脚注はΠFO評価額を用いる

方法の典型例である。同社の連結貸借対照表にはΠFO m℃ntowの文言が見られるが、HFO

帳簿要件は損益計算書で提供される情報に対して規定されるものであるため、ΠFOの文言が

登場することについてはなんら問題とはならない。

Kroger社は、ΠFOによる棚卸資産評価額からHFO引当額を控除することでHFOによる

棚卸資産評価額を示している。具体的には、2008年度のΠFO評価額 54億 5,900万 ドルから
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HFO引当額 6億 400万 ルレを控除することで、HFO評価額 48億 5,500万 ルレが算出され

る。したがって同社の売上原価は、HFOの採用によりΠFOに比べてその額だけ増額されて

いることになる。

この情報開示によりKroger社はΠFOと HFOの双方による棚卸資産評価額を開示するこ

とができる。しかしこの開示の目的は、それら評価額を示すことにあるのではなく、それらの

評価額の差額を示すことによりHFOベースで表示される禾J益額を修正することにある。この

修正は、2つの意味をもたら丸 1つには、前述のごとく、HFOベースで表示されている損益

計算書利益をΠFOベースのそれに修正するために6億 400万 ルL/t日算されることになる。

図表-l Kroger社 の連結貸借対照表 (一部 )

(In mill:o ns)

ASSEttS

Current asse協

Cash and temporary cash investrnent

Depos:ts in― 廿ansit

Receivables

FIFO:nventory

LIFO cred比

Prdbnded emp:oyee benents

Prepald and other current assets

丁otal current asseむ

Propert,,piant and equipmerTL,net

Goodwi‖

Othr assets

丁otal asseL

February 2,

2008

242

676

786

5,459

-604

300

255

7,114

12,498

2,144

543

22,299

Febttary 3,

2007

189

614

778

5,059

-450

300

265

6,755

11,779

2,192

489

21,215

出典 :Kroger Company,Fom 10-K annuJ Repott to the Securites and Exchange

Com■」ssiOn,p.318

ところで、HFO弓 1当額は当期に全額生じたものではなしゝ それは、棚卸資産評価に HFO
を採用した以降のHFO評価額とΠFO評価額との差額の累積額である。また、この評価額の

差額はHFO評価によって縮/Jヽ された利益の累積額を意味している。ゆえに、ΠFOベースの
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禾J益額への修正額 6億 400万 ドルは、ЫFOを採用していることによつてHFOによる場合に

比べて縮小されている当期の利益額を意味しないことになる。ここで、2期間末のHFO引当

額残高が開示されている意義が明らかとなる。2008年度期首0007年度期末)と 期末の ЫFO

引当額の増減は、その期間の IIFO評価による利益の増減額を示している。Kroger社の例で

は、2008年度の回[FO弓 1当額は 2007年度にルヒベて 1億 5,400万 ルレ増力日している。これは

2008年度HFOを採用することによりΠFOにルヒベて縮ノJヽ されている2008ど刊責に生じた禾J益

額を示していることになる。これが Kroger社の採用している情報開示方法に含まれている 2

つめの意味である。

このようにアメリカにおいて例外的に損金経理を要求されている会計処理方法として知られ

るHFO帳簿要件は、実態としてはそれほど財務会計に対して拘束力の強いものではない。

3.実質的帳簿要件の存在

1)限定的な帳簿要件

ЫFO帳簿要件は、広く知られた損金経理要件であるが、それほど財務会計を拘束するもの

とはなっていないのが実状である。HFO帳簿要件の影響力は、その対象となる納税者が広範

なこと、導入後約 70年を経過していること、内国歳入法典に直接に定められていることなど

がその背景にあるといつてよいであろう。HFO帳簿要件の適用対象者は、棚卸資産を保有し

その資産をHFOで評価する選択をおこなうものである。棚卸資産を有しない納税者は非常に

限られるであろうから、その影響はほとんどの納税者に及ぶ可能性がある。またHFOが税法

に導入されたのは 1938年であり、約 70年にわたつて前述のHFO引当額のように利益を蓄積

していることになる。           1
しかしながら、ЫFO帳簿要件以外にも帳簿要件は課されている。それらが一般に知られて

いない要因は、その影響範囲が限定的であること、またそれが多くの場合には財務省規則にお

いて定められていることなどが要因であろう。これらの帳簿要件は、会計方法の変更をおこな

う場合、あるいは内国歳入法典または財務省規則等に定められていない場合に求められている。

前者については会計方法の変更について定めるIRCoSec.481において、変更後の会計方法が財

務会計目的においても採用されていることを求めている。一方、後者については、多くの場合

財務省規則の個々の条項において「その他の方法」を選択するときに求められている。また、

このことを背景に、税務紛争では一般に認められた会計原貝JtGenerally Accepted Ac∞ unt聰
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R血わleS,G期に準拠しているという事実が説得的なことと理解され、納税者に有利に働く

とされる (Seago&Schnee12005],ppe192‐ 193)。 いずれの場合においても要求されるl状況は、

1回限りの、あるいは対象となる納税者が非常に限定的な場合である。これらとは対照的に、

その影響を与える範囲が、LIFO帳簿要件ほどではないが比較的広く、かつ′恒常的に求められ

る帳簿要件がある。

2)証券ディーラーヘの値洗法の適用

1993年に、証券ディーラーを対象にその所有する証券に値洗法の適用を定める Sece475が

内国歳入法典に導入された。しかし、値洗法の適用は、Sec.475が はじめてのことではなく、

すでに Sec.1256において、その条項に定める契約、たとえば上場されている先物取引につい

ては値洗法の適用が義務づけられていた。この規定は 1981年に導入されていた。Sec。 1256と

Sec.475の主たる相違点は 2点ある。第 1に、前者が取引形態(商品)を基準に適用の可否が決

まるのに対して、後者は取引主体を基準に適用の可否が決まることである。このため、Sec。475

に定める証券ディーラーに該当する場合には、値洗法の適用対象がその棚卸資産である証券に

適用されることになる。また、証券ディーラーの範囲はその用語の一般的な範囲よりも広範で

ある1。 ゆえに Sec。475の適用対象となる納税者は限定的なものではない。第 2に、Sec。 1256

の対象となる証券の価額は、先物市場において日常的に価格づけがされているため比較的透明

性が高いのに対して、Secc475の対象となる証券はそのような透明性に欠けることである

(Conlon120051;p■ 50。

Sec。4750は次のように、証券ディーラ∵が課税年度末に保有する証券に値洗法の適用を義

務づけている。

「0 二般規定

本項の他の規定に定めることがないかぎり、証券ディーラーが保有する証券について

は以下の規定が適用されねばならなし、

(1)証券ディーラーの保有する棚卸資産であるいかなる証券も公正価値Cair Market

Valu∂で棚卸資産に算入されねばならない。

1証券ディーラーの範囲については、永田守男120001を参照のこと。
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② 証券ディーラーの保有する棚卸資産ではないが、課税年度末時点でディーラーが保

有しているいかなる証券についても、

ω  証券ディーラーは、かかる課税年度の最終事業日に公正価値で売却されたものと

して、禾J得または損失を認識しなければならない。

③  いかなる利得または損失もかかる課税年度に計上されねばならない。

前記条項により計上された利得または損失がその後実現した場合には、いかなる利得

または損失についても、その金額について適切な修正がなされねばならない。財務長官

は、本稿の規定をここで定められた以外の時点でも適用することを規則により定めるこ

とができる。」

このように Sec。475に よれば、証券ディーラーは課税年度末に保有する証券について、それ

が棚卸資産であるか否力ヽ こ係わりなく、公正価値で評価し、利得または損失を益金または損失

に算入しなければならない。しかしながら、公正価値の決定方法についてはとくに定めがなく、

いかなる評価方法が所得を明瞭に反映する力|こついて多くの税務紛争が生じ、納税者と課税当

局の双方で大きな負担となっていた2。 そこで財務省は 2007年 6月 11日 に財務省規則

1.4750‐ 4を公表した3。 同規則は財務諸表で報告された証券の価値を税務会計目的での同ポジ

ションの公正価値として利用することができるとする安全条項eafe harborpを 規定している。

安全条項の目的は、そこで定められている条項に従うことを求めるものではないが、その条項

にしたがって申告する場合にはt課税当局はその会計処理を問題とせずに受け入れることであ

る。このことは課税当局と納税者の双方に便益をもたらす。課税当局は納税者の申告の事実を

確認するコストを負担する必要がなくなり、納税者は課税当局を納得させるために要するコス

トを負担する必要がなくなる。さらに、安全条項がない場合に生じるであろう税務紛争のコス

トを双方が負担する必要がなくなる。

このように安全条項は、証券の公正価値評価が財務会計と税務会計で一致していれば課税当

局はその評価を受け入れることを意味している。もちろんこの適用は任意であり、納税者はこ

の選択をすることなく財務会計と異なる評価を申告することができる。その場合には証券の評

価について納税者と課税当局との間で紛争が生じることになる。

2代表的な税務紛争としては、Bank One Co甲り120TC 1740003)が ある。同半J決は安全条項

を求める要因となつた。
3同規則は、2005年に公表された財務省提案規貝Jを修正したものである。

-74-



安全条項に定める財務報告目的において用いられる公正価値とは、同規則 1。4750‐ 4(Dによ

れば、納税者の財務諸表は以下に示す主要財務諸表のいずれかで計上されているものなければ

ならない。

「① US‐o響Pに準拠して作成され、かつ Form 10‐ Kあるいは年次報告書のようなSECに提

出を義務付けられる財務諸表

①UScttPに準拠して作成され、かつ連邦政府または IRS以外の規制機関に提出を義務

付けられる財務諸表

③ US‐QttPに準拠して作成された監杏済財務諸表」

このように US口GttPにしたがって作成された財務諸表についてのみ安全条項を適用でき

る亀 したがって、納税申告書に計上される証券の評価損益は損益計算書に同様に計上されてい

なければならない5。 安全条項はその適用を納税者に義務づけるものではないが、その選択をし

た場合には、その証券の税務上の評価損益が損益計算書におけるそれと一致していることを要

求しているものであり、実質的な帳簿要件となっている。すなわち、納税者が税務紛争を回避

する目的で、あるいは税務会計目的と財務会計目的でそれぞれ記録を維持することの負担を回

避するにあたって、損益計算書上の会計処理を条件に納税申告書上の会計処理を認めることと

しているのである。

おわりに

アメリカに代表される申告調整主義においては、損金経理要件がほとんどみられず、税務会

計は財務会計から独立しているとされてきた。その論拠として、アメリカで損金経理が求めら

れる例外はHFO帳簿要件などに限定されるとされてきた。しかしながら、損金経理を求める

帳簿要件は耳FO帳簿要件以外にもみられ、|その相違点はたんにそれら帳簿用件の対象範囲と

影響の程度によるものといってよい。皮肉なことに、例外的な帳簿要件として知られてきた

4この条項は、アメリカがIFRSのアドプションをおこなった場合には、解決されなければな
らない問題の 1つ として認識されている。
5これは損益計算書上の評価のほうが貸借対照表やその他の財務諸表の評価よりも信頼できる
と考えているからである lLtth鵬,Klem&Nze血 [20081,p。 64)。
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LIFOは、現状ではそれほど財務会計の情報内容を拘束するものではなく、逆に Sec。475適用

時の安全条項のような実質的帳簿要件のほうが税務会計と財務会計との結びりきを強めている

ことが伺える。たし力ヽ こ、現状においては、保有証券への公正価値評価にあたつて財務会計上

の評価を税務会計上でも利用できるようにすることが安全条項の意図することであるが、その

主従が今後逆転することがないとはいえないであろう。しかしながら、税務会計上でもとめら

れる判断の客観化を目的とした財務会計数値の利用は今後も変わることはなく、申告調整主義

のもとでも税務会計と財務会計の結びりきは否定されるものではない。
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